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1.　＃みんなの生理について
　＃みんなの生理は、「生理用品を軽減税率
対象に」という署名キャンペーンをきっかけ
に生まれた団体です。「すべての人の生理に
関するニーズが満たされ、誰もが『自分らし
く』暮らせる社会」を目指し、2020年から活
動をしています。現在は、政治に働きかける
アドボカシー活動、調査と発信、生理に関連
するトピックについて話せる場の創出、生理
用品の設置・送付という、4つの領域での活
動に取り組んでいます。わたしたちは、生理
を経験するあらゆる人の声を大事にしなが
ら、社会全体で生理のある人が生きやすい社
会について考えていきたいという想いを持っ
て活動を続けてきました。 

2.　これまでの活動
　＃みんなの生理が活動開始当初に関心を持
っていたのは、「生理用品へのアクセス」に
関する課題です。ここ最近、日本でも「生理
の貧困」という言葉を耳にするようになりま
したが、実は海外では、数年前から認識され
てきた課題です。
　2016年には韓国で、生理用品を購入できず
に靴の中敷やトイレットペーパーなどを使用
している学生たちの声が話題となりました1。
また、2017年にイギリスで実施された調査で
は、回答者のうち10人に1人が生理用品を購
入できなかったことがある2と回答したそうで
す。そのような状況を受け、解決のための取
り組みが進められています。2021年1月に、
イギリスで生理用品への課税が撤廃されたこ
とは記憶に新しいかもしれません。それ以前

にも、ケニアやオーストラリアなどで生理用
品への課税が撤廃されているほか、スコット
ランドでは、2020年に「生理用品を必要とす
るすべての人に無料で提供すること」が決定
されています。その他にも、必要とする人々
が、十分に生理用品を入手できる状態を目指
して動いている国や地域があります。
　＃みんなの生理は、日本にも同じような状
況があるのではないかと考えました。そこで、
日本の若者の生理用品の入手状況や、機会損
失の状況を明らかにすることを目的とし、「日
本の若者の生理に関するアンケート調査3」
を実施しました。その結果、明らかになった
のは、主に以下の3点でした。

①生理があることによる経済的負担
　回答者のうち約5人に1人（19.8％）が、何
かを我慢して代わりに生理用品を購入するな
ど生理用品を買うのに苦労した経験があるこ
とが明らかになりました。また、金銭的な理
由によって生理用品を交換する頻度を減らし
たことがある人が36.5％、金銭的な理由によ
ってトイレットペーパーやティッシュなど、
生理用品以外のものを使ったことがある人が
26.2％という結果が明らかとなりました（図
1）。生理に関する困りごとについて自由記述
での回答を求めた質問にも、生理用品や、生
理による体調不良に対処するためのケアにか
かる経済的負担が大きいと感じている人々の
声が寄せられました。

②生理の学校活動への影響
　過去1年間での生理の学校活動等への影響
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を尋ねたところ、約50％の人が、生理が原因
で学校を欠席・遅刻・早退した経験や、部活
や体育など運動を含む活動を休んだ経験が
あると回答しました。その理由として、約
80％の回答者が「生理痛など生理による体調
不良」を挙げました。生理による体調不良を
軽減するためには低用量ピルの服用が有効だ
とされています。一方で、経済的な負担や低
用量ピルに関する理解不足、偏見などから、
低用量ピルを入手することが難しいと感じて
いる人の存在が明らかとなりました。

③生理に関するタブー視や情報不足
　生理のタブー視の存在や、生理に関する情
報不足による困難さを感じている人の存在も
明らかとなりました。生理がタブー視されて
いるため、体調不良などの生理に関する悩み
について相談しづらいことや、情報や知識の
不足により薬の使用や医療機関への受診が必
要かどうか判断できないという声が寄せられ
ました。経済的理由に加えて、タブー視や情
報不足が適切なケアへのアクセスを妨げてい
る状況があると考えられます。

3.　「生理の貧困」の認識と対応
　この調査結果を発表して以来、「生理の貧
困」という言葉が報道され、日本でも認知さ
れるようになりました。生理用品の配布や学
校設置など、解決に向けた取り組みも行われ
ています。これまでは議題に上がることのな
かった「生理」について、きちんと議論され
ているということは大きな変化だと感じてい
ます。一方で、「生理の貧困」という課題に
対する認識や、現在進められている施策の内

容には懸念もあります。男女共同参画局では、
「経済的な理由によって生理用品を入手でき
ない女性がいる4」として「生理の貧困」に
ついて言及しています。しかし、この捉え方
では多くのニーズを見過ごしてしまう恐れが
あります。
　「生理の貧困」という言葉は、わたしたち
が調査結果の公表の際に使用した言葉で、英
語の「Period Poverty」という言葉を直訳し
たものです。これは、「生理用品や衛生設備
など生理を衛生的に迎えるための物理的環境
及び生理に関する教育に十分にアクセスでき
ない状態のこと5」を指します。しかし、「貧困」
という言葉のもつ「経済的困窮」のイメージ
が大きいことからか、男女共同参画局の定義
のように「経済的な理由によって生理用品を
入手できないこと」として認識されているこ
とが多いように思われます。
　経済的な理由で生理用品を入手できないこ
とは、「生理の貧困」の一部ではあるものの、
すべてではありません。先述の調査でも、家
庭の状況によって生理用品を買って欲しいと
言えなかった、相談のしづらさから生理に関
するケアにアクセスできなかったといった声
が寄せられています。経済的理由に限定した
解釈では、そのようなニーズに応えることが
できません。さらに、「生理を経験する人は
すべて女性である」ことを前提とした捉え方
は、生理を経験する人の中でも、ジェンダー
アイデンティティが女性ではない人々の存在
を、引き続き不可視化しています。根本的に

「生理の貧困」という課題の解決を目指すた
めには、この課題を改めて捉え直すこと、他
の社会課題との関連についても視野を広げる

図１. 日本の若者の生理に関するアンケート調査結果
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ことが重要でしょう。

4.　現在の活動
　先述の調査結果を踏まえ、＃みんなの生理
では、生理用品の軽減税率適用を求める署名
を継続しているほか、学校への生理用品設置
を求める署名も実施しています。引き続き「生
理の貧困」という課題に取り組むと同時に、
その他の生理に関連する課題についても取り
組みを始めています。
　2021年12月には、一般社団法人日本若者協
議会と協働し、学校での生理休暇導入を求め
る要望書を提出しました。それに先立ち、日
本若者協議会と合同で学生を対象に、学校で
の生理休暇導入に関するアンケート調査を行
いました6。調査の結果、9割以上の回答者が

「生理によって学校・授業・部活・体育を休
みたいと思ったことがある」 ということが明
らかになりました。一方で、そのうち68%が
休むのを我慢しているということがわかりま
した。その理由として、最も多かったのは「成
績や内申点に影響が出ると思ったから」とい
う回答でした。実際に、生理を理由とした欠
席で成績や内申点を下げられたと言う声も多
く寄せられました。
　さらに、何らかの理由で休むことができな
かった人の中には、「授業に集中できなかっ
た」「体調不良が悪化し倒れてしまった」と
いう経験をした人も少なくありません。先述
の＃みんなの生理の調査でも、「生理による
体調不良で休みたいが、生理が理由だと言え
ない」「生理は理由にならないと言われた」

といった声が寄せられました。これらの調査
から、生理があることが、学校生活において
不利に働いている可能性が考えられます。学
校の生理休暇導入に関するアンケートでは、
回答者のうち9割が生理休暇の導入に賛成し
ています。将来の進路にも影響を与えうる学
校生活において、生理があることが壁になら
ないよう、環境を整備していくことが求めら
れています。
　現在、＃みんなの生理では更年期に関して
も取り組んでいます。「生理」と「更年期」
は関係がないように思われるかもしれません
が、閉経前後の10年間を指す「更年期」は、
生理の延長線上にあります。すべての人の生
理に関するニーズが満たされることを目指す
＃みんなの生理にとって、更年期の問題に取
り組むことは重要です。
　更年期をテーマに開催したオンラインカフ
ェでは、「更年期について話す機会がなかっ
た」「周りの人も更年期のことをもっと知っ
ていてくれればもう少し楽だったかもしれな
い」「性教育で更年期についても教えて欲し
かった」など、更年期に関する知識や理解の
不足を訴える声が多く聞かれました。更年期
について、話すことも理解を得ることもでき
ずに苦しむ人々がこれまでにも存在してきた
と推測できます。
　＃みんなの生理が更年期について取り組む
きっかけとなったのは、ある女性が「更年期
による不調で欠勤が続いたことによって雇い
止めにあった」という出来事でした。総合サ
ポートユニオン、NPO法人POSSEと合同で

図２. 学校の「生理休暇」についてのアンケート調査結果
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行った調査7では、「更年期症状を理由に会社
を休んだことがある」と回答した人のうち、
29％が更年期症状による欠勤を理由に何らか
の不利益な扱いを受けたと回答しています。
また、更年期症状を理由に休んだことがない
と回答した人の中にも、「会社に不利益な扱
いを受けると思ったため」「会社から休むこ
とを認められなかったため」など、不本意な
理由で休むことを諦めた人々がいることが明
らかとなりました。更年期の問題が顕在化し
た背景には、働く女性の増加やジェンダー平
等の意識の高まりといった社会の変化がある
と考えられます。この課題を解決するために
は、更年期についての知識や理解を深めると
同時に、これまでの労働の規範を問い直すこ
とが必要でしょう。
　ここまで、他団体と共に取り組んでいる「学
校での生理休暇」、「更年期と労働」の2つの
取り組みについて紹介しました。これらの取
り組みを通して感じているのは、学校につい
ても、職場についても、「健康であること」
が前提とした制度設計になっているというこ
とです。「そんなの当たり前」と言う声もあ
るかもしれませんが、その前提に生理を経験
する身体は含まれているのでしょうか。生き
ていれば多くの人が、何らかの心身の調子の
変化を経験すると思いますが、学校や職場は、
そして社会は、それを十分に考慮できている
でしょうか。
　わたしたちは、生理という視点を通して「当
たり前」や「普通」を問い直すことができる
と考えています。そして、それは常に多様な
人々が存在している社会において重要なこと
だと思っています。誰もが我慢しているのだ
からと、他人にも苦しい状態を我慢するよう
に求める社会よりも、誰もが互いの苦しさを
減らす方法を探っていくことができる社会の
方が、生きやすい社会ではないでしょうか。

5.　これからに向けて
　近年、「性と生殖に関する健康と権利

（SRHR）」について日本でも多くの声が上が
り、変化が起こり始めています。一方で、確
かにSRHRに関連する課題について議論をし
ながらも、「権利」という側面が置き去りに
なっているように感じることがあります。企
業の競争力や生殖という、大きな括りでの 

「生産性」が重要な目的とされ、それが当然
のこととして受け入れられているようにも思

えます。
　＃みんなの生理の活動でも、「生理の貧困」
が妊娠・出産に関わる少子化対策の文脈で解
釈される場面がありました。確かに、生理は
妊娠・出産と密接に関係しており、そのため
のサポートを充実させることは重要です。し
かし、わたしたちが生理に関する課題に取り
組む目的は、女性の妊娠・出産のためではあ
りません。経済的な利益を生み出し続けるた
めでもありません。ただ、誰もが当たり前に、
今の自分の身体を、自分のために大切にする
ことができる社会であって欲しいと思ってい
るからです。そのためには、いかに「権利」
という視点を議論の中心に位置付けられるか
が、今後の課題だと考えています。
　あらゆる場面で「生産性」が重視される社
会においては、SRHRについての取り組みも

「生産性」を軸に選別されてしまう恐れがあ
ります。つまり、妊娠・出産につなげること、
労働力の担い手とすることばかりを目的とし
ていては、生産性を持たないと判断された存
在や、解決しても生産性向上に繋がらないと
判断された課題は、無視され続ける可能性が
あるということです。だからこそ、「人権」
という側面から社会構造を問い、問題の語ら
れ方を問い続けることが重要になるでしょ
う。
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